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:東郡:大 學 経 籍 學 倉
経 済論叢(京 都大学〉第165巻第3号,2000年5月
自社 の株式 を対象 とした売建 プ ッ ト ・.
オプシ ョン取 引におけ る会計問題(2)
一.・「資本取引 と損益取引の区分」と金融商品会計一
池 田 幸 典
1は じ め に
本稿 では,前 編(池 田[1999a)〉を受 けて,「自社 の株式 を対象 と した売建
プッ ト ・オ プシ ョン(putoptionwrittenonanenterprise's.ownstock)」(以
下 「POW」と略称)取 引Dに お ける会計 問題 について検討 す る。 まず,前 編
にお ける議論 を提示す る形でPOW取 引にお ける会計 問題 を整理す る。つ ぎ
に当該取 引之つ いて どのよ うに論 じられ,ま た何が論 じられ てお り,何 が論 じ
られていないかを概観 し,先 行諸研 究 にお ける限界 を示す。 そ して,当 該取引
にお ける諸問題 に対 し,前 編 を踏 まえて負 債 と持分 の区分 問題 と持分 内部 の区
分問題の両者を考慮 しつつ,さ らに 「資本取引 と損益取 引の区分」 とい う取引
の性格づ けを考慮 に入れ た上で筆者 の結論 を述べ ることにす る。
11問 題 の 整 理
ここで は,前 編で提起.した問題点 を整理す る。前編 では,POW取 引 につい
て,次 の ような問題点があ ることを指摘 した(池 田[1999a]75-82ペー ジ)。
① 取 引 の 性 格 付 け の 問 題
②POWの 貸 方 の 区 分
1)旧.〒Lの株式 を対 象 とした売建 プ。 ト吋 ブシ ・ン」 という訳語 につ いては他出[1999・ユ67
ペー ジ,脚 注のを.「POW」とい う略称 については池田[1999.]67ペ一 法 脚注7)を参照。
?
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③POW株 式 に関 する問題.
④POWの 公正価値評価の問題 とヘ ッジ会 計の適用 の問 題
⑤ 取引終了時窓における会計処理の問題




これ らの 問題 は大別す る と2つ に分か れ る。①②④ ⑤ はPOWに 関す る問題
であ り,こ れ らの問題については,① を考察す ることによって,② ④⑤ の解答
が導 き出 され る(第1表 〉。 また,③ は,POW株 式 に関す る問題で あ る。 ま
ず 開示 すべ きか否か で問題 とな り(問 題③一A),.その上 で開示 したPOW株
式 について,問 題が生 じる。(③一B)に つ いては,(B一ア)資 本(拠 出資本)
項 目 とす る,(B一イ)ノ ーマ ンズ ・ラン ド項目である 「暫定 的持分」 とす る,
(B一ウ)負 債 とす る,と い う3つ の方法が考え られる。 また,(③一C)に つい
ては,(C一ア)資 本金の減少 とす る,(C一イ〉 資本剰余 金の減少 とす る,(C一
ウ)資 本金 および資 本剰余金の減少 とす る,(C一工)利 益剰余金 の減少 とす る,
(C一オ)自 己株式 とす る,(C一力)そ の他(例;上 記(C一 ア)と(C一 工)の
組み合わせ,(C一イ)と(C一 オ)の 組み合わせな ど),とい う方法が考 えられる。
米国 における現行 ルールは,財 務 会計基準 審議 会(以..ド「FASB」と略称)
の緊急問題 タスク ・フォース.(以下 「EITF」と略称)のlssue96-13「における
合意 事項(EITF[1997ユ,以下 「EITF96-1.3」と略称)に おいて規 定 され て
い る31。EITF96-13では,決 済方法,お よびその決済方法 によって引 き渡さ
れ る もの の性格(す なわち,引 き渡 され る ものが資産か,持 分金融商品か)に
2)取 引 終 了 峙 に は,POWが 未 行 使 の ま ま消 滅 す る か,POWが ラ イ ター に よ っ て買 戻 され る か,
も し くはPOWが ホ ル ダー に よ って 行使 され るか の い ず れ か で あ る。
3)詳 細 は,池 田[1999.]67-75ページを 参照.
自社の株式を対象 とした売建 プット・オプシ ュン取引における会計問題(2)(169)49.
第1表POW取 引 に お け る 会計 上 の問 題 点
①取引の性格付けの問題 ②POWの④POWの公正価値評 ⑤取引終了時における会計処理
区分間遮 価とヘッジ会言[.の問題 1の問題
見鰍:A)損益取引 負債 公正価値評価…あ1, 決済方法に関わ りなく,POW
ヘッジ会計適用の可能.取引に上る償還損失も,オブ
性 …あ り :シ ・ン料収益 も生 じる。






見鰍C) オプション料の授受取引ぽ損益 負債 公正価値評価…あ り =株式決済の場合には損失は生じ
取引,自己株式の取得取引およ ヘツ絵 言随 用の可能 .ないが,差額現金決済の場合に




見解〔D)オプション料の授受取引は損益 負債 公正価値評価…あり 決済方法に関わりなく,決済に
取引,決済に関する取引は資本 ヘ ッジ会計適用の可能 よる損失は生じないが,オ ブ
取引 性…なし ション料収益は生 じる。
出典:池出 「1999.]75-77ページ, 9一呂2ページの内容を基に作成。
よって処理方法が異な り,第1表 の(A>を採 る場合 と,(B)を採 る場 合が あ る。
よって,決 済方法 によ って,取 引 の性格が異 なるとみな してい ると考 え られ る。
また,POW株 式については,決 済方法 によって,表 示 しない場合 と暫定 的持
分 と して表示す る場.合とが あ るが,表 示す る場 合のPOW.株 式 の相 手勘定 に
関す る借 方の分類 につ いては 「持分 の減.少」 とす るのみで,そ れ以外 には.何ら
規定がない。米国の現行 ルールにおいて,取 引の性 格付 けが このよ うになされ
る背景には,自 己株式取引 を含む,自 社の株式の授 受取 引を資本取引 とみ な し
てい ることがある.ま た,決 済方法 をあ らか じめ仮 定す るζとによ って,決 済
方法の.多様化 とい う,金 融商品 の高度化現 象 に対応 してい るもの と考 え られ る
(池田[1999a]82ページ)4;。また,実 務で はお おむねEITFル ー ルに準 拠 し
の しか し,そ の対応が,実 際の決済を考慮 していないため,結 果 的に同 じ取引 に,性 格 の異 なる
処理.がなされ,利 益が 異なって くる とい う問題が生 じ.る〔池 田[1999.]75ペー ジ,82ペー ジL
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た 会計 処理 が なされ てお り,POW取 引を資本取引 として処理 し,POWを 持
分,POW株 式 を持分か ら除外す る点 においては共通す るものの,持 分内部の
会計 処 理 につ い て は.各企 業 に よって 異 なって い る(池 田[1999b]166一ユ82
ペ ー ジ)。
IIIPOW取引の会計問題に関する従来の議論
ここでは,従 来の議論 において,POW取 引の問題が どの ように論 じられて
きたか を概 観 す る巨〕。 た だ し,従 来 の研究 は,現 在 のEITFル ー ル(FITF
[1997])ではな く,過 去のEITFル ール(EITF[1987])につ いての検討であ
る 。
1FASBの1990年討議資料
FASBが1990年に発行 した討議資料 「負債 金融商品 と持分金融商 品の区分,
並 びに負債 と持分 の両方 の性.質を持つ金 融商 品の会計」(FASB[1990],以下
「1990年UM」と略称)は,概 念 フ レー ムワー クに依拠 した6}上でPOWに つ
いて論 じてい る%
POWに ついては,次 のよ うに問題が提起 され てい.る。
「発行 者 の 普通 株 式 を対 象 に した 売建 プ ッ ト ・オ プ シ ョン 〔す なわ ち
POW一 引用者注)の よ うに,一 定の金額で 自社 の株式 の償 還 も しくに買
5>日 本 の 先 行 研 究 で は,POW取 引 にお い て は負 債 と持 分 の 区 分 問 題 が 存 在 す る こ と,そ して こ
う した.負債 と持分 の 区分 問題 が,自 己株 式 会 計 の 問 題 お よび 資 本 会 計 の 問題 に連 動 す る こ とが 指
摘 さ れ て い る 〔椎 田[199司34ペ ー ジ,椛 田[1997]43-44パージ,椎 田[1999140-41ペー ジ)。
6)な お,1990年討 議 資 料 第2章 にお い て は,概 念 フ レー ム ワー ク に依 拠 す る ア プ ロ ー ラ.〔FASB
[且990】pars.59-181)と,概.念フ レ・.ムワ ー ク に 依 拠 し な い ア プ ロ ー チ 〔:FASB[1990]par,.
互82-228)が論 じ られ て い る.し か し,POW等 の個 別 項 目に つ い て は,概 念7レ ー ム ワ ー.・ク に
依 拠 して 論 じ られ る、 な お,FASBは1992年2月 に,概 念 フ レ・...ムワー ク に お け る.負債 と持 分
の 現 行 の 定 義 を変 更 しな い(す なわ ち,概 念 フ レー ム ワー ク に依 拠 す る)こ と を 決 定 して い る
(FASB[1993]per.263)p
7)た だ し,POW株 式 に つ い て は,「 通 常,原 株 式 〔POW株 式 の こ とを 指 す一 引 用 者 注)が
[株式]発 行 者 の持 分 金 融 商 品 で あ る こ とに,何 ら 問 題 は な い.」〔FASBL1990]par.97)と述 べ
られ て い るだ け で あ る..
o自社の株式を対象とした売建プ7ト・オプション取引における会計問題(2){171)51
戻 しを(す なわち企 業の所有者 に資産 を引渡す こ とを)企 業に義務づける
金融商 品は,負 債金融商品か持分 金融商品か」(FASB[1990]par.73)
この問題提 起 に対 して,1990年DMは,POWを 持分 とみなす見 解 と,負
債 とみなす 見解 を提 示 す る。 まず,P()Wを 持 分 とす る見 解 〔FASB[1990]
pars.100-101)では,POWは 自社の株式の買戻 しをPOWの ラ.イターに義務
づ けるので,Y()Wは負 債ではな く,持 分であ る とい うこ とが主張 され る。 ま
た,POWが 現金支出を要求す るか否か は,ホ ルダーの行使 のみ による もので
はな く,行 使 を通告された時に十分 な資産 と(分 配 しうる)持 分があ るか否か.
に もよるた めにPOWは 負債 で はな く持分 であ る ことが 主張 され る(FASB
[1990]par.100)、,さらに,POWに よって生 じた 義務(obligation>6[をホ ル
ダー(買 手)が 行使 ・消滅前 に排 除す るに は,市 場 でPOWを 買 戻せば よい
が,ラ イ ターはPOWの ホル ダーか ら買戻 しを要 求され る ことが ないので,
POWは 負債で はな く持分で あ るとい うことが 主張 され る(FASB[1990]par.
101>。
一方,POWを 負債 とす る見 解(FASB[1990]pars.102-104)では..POW
がな ければ株式の発行 者(す なわちライ ター)は 株式 を買戻す義務 を有 しない
が,POW取 引を行 うこ とに よって,POWの ライ ター は株式 を買戻す 義務
(つま り,他 者が 要求すれば現金 を支払 うとい う,強 制可能 な契約上 の義務)
を負 うので,POWは 負債 であ る,と い うことが 主張 され る。 この見解の下で
は,ラ イターLTIPOWを市場価格で買 戻 して義務 を免 れ得 るか らPOWは 負
債で あ るとい うことが主張 され,さ らに,こ の見解 の支持者 は,持 分 と見 なす
見解 におけ る 「POW(その もの)は 払戻す義務が ないか ら持分 とす る」 とい
う見解 を,「いかな る売建 オプ ションも負債 と して認識 しない ことを正 当化す
るために当該.見解が利用 され る可能性 があ る」(FASB[1990]par.104)と批
判す る。
1990年DMで は,POWに つ いて,こ のよ うに論ず るが,第2章 で は結論
8〕本稿では,"oblig記on"という語を 「義務」と訳している。
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を出 してい ない。 し.かし,転 換社債等 の,負 債 と持 分の区分 が問題 とな る複合
金融商品 の会計問題を扱 った第4章 の冒頭で は,第4章 での議論を行 う前提 と
して,「POWお よびその他 の株式買戻義務 は負債 である」(FASB[1990]par.
268)とい う結 論 を仮定 してい る')。したが って,「POWは 負債 であ る」 とす
るこの仮定がFASBの意図す る結論で あろ うと考 え られ る。 その根拠 は 「発生
の可能性 の高 い経 済的便益 の犠 牲」(FASB[1985]par.35.平松 ・広瀬訳,
301ペー ジ)と い うFASB概 念書第6号 の負債の定義 を満たすか らであろ うと
考 え られ るが,1990年DMで は,POWが 概 念書 籍6号 の負債 の定義 を満 た
す こ とについ ての論拠 は明示されない。
このよ うに,1990年DMで は,POWは 負債 で ある,と いう結 論を仮定 し
ているが,そ の仮'定上 の結論 を導 き出 した論拠 を明示 してい ない。 また,1990
年DMで は,取 引開始時のPOWの 区分 のみを問題 と してお り,取 引終 了時
の問題や,決 算時 の公正価値評価やヘ ッジ会計適用 の問題 を論 じてい ない。 さ
らには,POW株 式を表示 した際 に生 じる,POW株 式の問題 につ いては,そ
の貸方につい て,.何の論拠 もな く持分 としてい るにす ぎない。そ して,POW
株式 の相 手勘定 に関す る借方の分類 については,何 ら論 じてい ない。
2米 国会 計 学 会 ・財 務 会 計 基 準 委 員 会 の提 言
米 国 会 計 学 会(以..ド 「AAA」 と 略 称)・.財 務 会 計 基 準 委 員 会(Financial
Accounti㎎StandaエdssCommittee,以下 「FASC」 と略 称)6&,FASBの1990年
DMに 対 して,コ メ ン ト し て い る 。 ま ず,FASCは,FASB.概 念 フ レ ー ム ワ ー
ク に お け る財 務 諸 表 の 構 成 諸 要 素 に つ い て,現.在 の 定 義 を 変 更 す る 必 要 は な い
と 論 じ,負 債 と 持 分 の 区 分 の 必 要 性 を 主 張 す る(AAA・FASO[1993]PP.
.105-106)。そ の..ヒで,1990年DMが 提 示 す る 諸 問 題 に つ い て 回 答 し て い る
9)1990年討議 資料第4章 にお げる,議 論 の前提 は,「概念 フレー ムワークめ負 債 と持 分の定義に
依拠す ること」(FASB[1990,par.269)と「株式 を発行す る義務 〔た とえば ワラ ントな ど)お




POW取 引に関す る問題 につい てFASCは,POWを 負債 と考 える一 方で,
P()W株式 は負債 で はない と考 えてい る(AAA・FASO[1993]p,109)Lol。た
だ し,POW株 式 も負債 である とす る少数意見 もあ る(AAA・FASC[1993]p.
109>。
しか しPOWに ついて は,結 論 に対 して論拠が な く,単 なる提言 にす ぎない。
また,こ の提言 も1990年DMと 同様,取 引開始時 の分類 のみを問題 に してお
り,POWの 公正価値評価や,償 還 した際 の償還 コス トの増加 に関す る処 理,
あ るい は表示 した際 のPOW株 式の相 手勘 定 に関す る借方 の分類,と い う諸
問題 に関 しては言 及 してい ない。
1鐸
3小 括
これ らの研 究 は,POW取 引 につい て部 分的 に しか結論 を出 して いない。
また,結 論 に対 して論 拠が ない もの もあ り,FASOの よ うに.単な る提 言で
あ った り,FASR1990年DMの よ うに論 拠 のない仮 結論 で あった りす る。
POW取 引全体 を見 渡す と,更 な る問題が生 じる。そ こで,次 節 ではPOW
取 引全 休 を.見渡 した上で,当 該 取 引が 引 き起 こす 会計問題 につ いて検討 し
たい。
IVPOW取 引に関する会計問題の検討
ここでは,POW取 引に関す る会計上 の問題点 について検討す る。前述の よ
うに,POW取 引 に関す る会計 問題 には大 き く分 けて,1POWに 関す る問
題2POW株 式に関する問題,と い う2つ の問題があ る。
10)なお.FASCは,P・W株 式1煩 債ではない,と 述べ ているだけなので.こ の言 及だ けで は・
POW株 式 を持分 とす るのか暫定的持分 とするのか,不 明瞭で ある。 しか しFASOは.現 行の
負債 と持分の区分線の維持を提言 し.てい るので,こ の提言 によると.POW株 式 は暫定的持分で




まず,POW取 引 をいかに性格付 け るかが 問題 とな る。EITF96-13は,決
済方法(あ るいは決済方法 の選択)に よって資本取 引 とされるべ き場合 と損益
取 引 とされるべ き場合があ ることを規定 してい る。さ らに,決 済方法 の選択権
があ る場 合 には,一 定 の決済方 法 を事前 に仮定す る ことによってPOW取 引
の性格 を決定す る。た しか に,決 済時に受払する ものが資産で あれ ば 「発生の
可能性 の高 い経済 的便 益 の犠牲」(FASB[1995]par.35.平松 ・広 瀬訳,301
ペー ジ)と い うFASBの 負債 の定義を満たす ので負債 となb,受 払 す るもの
が株式 等 の持分.金融 商品であれ ばFASBの 負債 の定義 を満た さないか ら持 分
となるのか もしれ ない。 しか し,決 済方法 と,決 済方法 によって引 き渡 され る.
対象物 の性格(す なわち,引 き渡される ものが現金等 の資産であ るか,持 分金
融商 品であるか とい うこと)に よって,POW取 引 の性格 が決定 され るのであ
ろ うか。決済方法の選択があ る場 合,現 金等 の資産 と持分金融商品の どちらで
決 済され るのか は,決 済 されねば 明 らかにな らない。EITFルー ルに従 うと,
決 済 まで はPOW取 引の性格 は不 明で あ り,い ずれ かの決済 を仮 定す る こと
によって取引 に性格を与えているにす ぎない。 それ はあ くまで も仮定であ って,
実際 の決済方法 を考慮 していないために,最 終 的な結果が 同 じであ るの にも拘
らず決済方法の選択の有無によって全 く異 なる会計処理が なされ る可能性 があ
る(池 田[1999x]75ペー ジ〉 とい う批 判が で きるで あ ろ う。 よって,オ プ
シ ョン料 の受払取引 と,決 済 に係 る取引.を分か たず,POW取 引 を全体 として
一個の取引 とみな し,そ の取 引の性格 を画一的 に決定す ることには無理がある。
か りに株式等の持分金融商品の移動 を資本取引 とみ なす ならば,決 済時に持分
金融商品の移動が実際にあ った時に,そ の持分金融商品の移動に係 る取引のみ
を資本取引 とみなせばよい もの と考 えられ るが,そ うであ るか らとい って オブ
.シ ョン料 の受払取引 に,POW取 引終了時 の決済方法 の仮定 を.影響 させ る こと
には,問 題が ある と考 え られ る。 したが って,POW取 引 の性格 を考慮す る際
自社の株式を対象とした売淫プット・オプション取引における会計問題熔)(175)55
には,オ プシ ョン料 の受払取引 と決済に係 る取引は別個の取 引 と見 るべ きで あ
る。
そこで問題 とな るのは,自 己.株式取引 の性格付 けであ る(椎 田[1997ユを参
照)。なぜ なら,決 済時 にPOW.が 行使 され れば 自己株式取引が生 じる可能性
が あるか らで ある。
自己株式 の性 質に関す る見解 は,大 別す ると資 産説 と自己資本減少説11}に分
かれ る。米国で は,会 計 理論 上,BentleyやMontgomeryやEsquerr6が.1張
した資 産説(Bentley[1911]PP.173-174,Montgomery[1912ユp.138,Esqller-
r6[1914]PP,332-333)を論破 した 自己資本減少説が,歴 史的 に も優勢で ある。
このよ うな見.解はSunleyやPatonによって主張 され(Sunley[1915]p.429,
Pat。n[1919]PP、327-335),現在で も.米国で は支 配的であ る。米 国の会計基 準
設定団体 は 自己資 本減少説 を支 持 し,FASBも 従 来の会計基 準設定 団体 の見
解を踏襲 し,「自己株式 瞭 産で 臆 ㌧・」{FASB[・99・]・ars.--6,・29)12;と述
べ,自 己資本減少説を支持 している。会計実務 において は,1930年代 前半 まで
は資産 として表示す る企業が多か ったが,資 産処理 を行 うことによって 自己株
式配 当収益や 自己株式売却益が計上される ことか ら,自 己株式取引が1929年の
大 恐慌 以降,利 益操作 や株価維持 や投 資 に濫用 され たため(Holta・idMorris
[1934]p.5071Rueschh〔}ff[1978ユ.p.2),米国 の 政 府 や 証 券 取 引 所 は こ の よ う
な実務 を改め,利 益 や株価 を歪 める ことにつ なが る自己株式取引を減少させる
ため に様 々な方策 を採 って きた(HoleandMorris[1934]pp.507,510,Rues一
11)at,には沸 讃 峨 少説には・・くつかのパ リエー シ抄 煽 る(伊藤 脚6]2艇一263ぺ一 ジ!
が,本 稿 ではこれ らを ・指 して 自己資本減少説 とす る。ここで自己資本減少説 というの は,自 己
資本のいずれか の項 目を減少 させ るべ きであ る,と い う考 え方で あるが.自 己資 本のいかな る頃
日を どれだけ減少させ るかに ついて は,撫 な見附が存在 し,い く『・かのバ リエーシ ・ンを生 ん
でい る.「資 本減少説」 としないで 一自己資本減 少説」 とするのは,本 稿では 「資本」 を 「拠 出
資本1の 意味 で用いてお り(池 田LL999a]66ページ,脚 注3)を参照),いわゆ る 「資本減少説」
の 帷 「利益剰 余.雛 少説」が 含まれ るが航 に,本 稿で い う 「資本 腸 糟 本〕」 と・い わゆ
る資本減少説 にい うところの 「資.本〔自己資本:〕」 とでは.指 し示す範 囲が異 なるか らであ る。
「企業 の純資 産の一部への請求権 はそれ 自12).1990sF.DMにおい『⊂FASBは, をの理 由 として,






chhoff[1978]PP.3-4)が,とくに 自己株式売 却益 に課 税す るこ とを定 めた
1934年の税法改 正の影響 によ り,資 産説に基 づ く会計実務が大幅 に減少す る一
方 で 自 己 資 本 減 少 説 に依 拠 した 会 計 実 務 が 定 着 し,現 在 に至 って い る
(Rueschhoff[1978]p.4)。自己株式 の問題 は会計 の問題で あ ると同時 に法律
の問題 で もあるが,米 国 の1977年改正 カリフォルニ ア州 会社法や,198041改正
模範 事業.会社法 めよ うに,自 己株式 の取得 とともに減資手続 きが なされ るな ら
ば,自 己株式 を自己資本 の減少 と して会計処理せ ざるをえないであ ろ う。 自己.
株式 の問題 は紙幅 の都合上,別 稿 に譲 るが,本 稿で はさ しあた り,自 己株式取
引 を,米 国における通説 に従い資本取 引 とみ な し,自 己株式 を自己資本の減少
と仮定す る。
しか し,か りに自己株式取引資本取 引説が 柔張 され,自 己株式 を含む 自社の
株式 の移動が資本取引であ ると して も,自 社 の株式 の移動 のみ を資本取引 と見
なすべ きであ って,か つ てのEITFルー ル,す なわ ちlssue87-31におけ る合意
事 項(EITF[1987],以下 「EITF87-31」と略称)の よ うに,自 社 の株式 の
取 引が資本取 引であ ることを理由 として,POW取 引全体 を資本取引 とみな・し,
一切損益が発生 しない とす るのは,株 式 の発行取 引お よび自己株式の取得取引
を資本取引 とす ることを定めたAPB意 見書第9号 第28項(APR[1966]par.
28,日本公 認会計⊥協 会国際委 員会訳,132ペー ジ)の 拡大解 釈で あって,オ
プ ション料 を受払す ること自体 は株式 に係 る取引で はない と考 えられ る。た し
か にPOWは,自 社の株式の授 受 を引 き起 こ しうるが,POW自 体 は 自社の株
式 の授受 を引 き起 こす きっか けであるに過 ぎず,POWの オプ シ ョン料 を受払.
す る取引 は,決 済時 にお ける自社 の株式 の授受 とは別の性格を持 った取引であ
る と考 えられ る。 とい うの も,オ プシ ョン料 は株主か ら受 け取 った ものである
が,そ れ は資本拠 出の反対 を引 き起 こしうる ものであ り,こ れ を資本拠 出 とす
る と,資 本拠出の反対 を引 き㌍ こしうる資本拠出 とな り,こ の ような資本拠 出
が存在 しうるとは考え られ ないか らであ る。 よって,オ プシ ョン料の受 取は資
本拠 出 とは言 い難 く,少 な くと もPOW取 引.全体 を資本取 引 とす ることに対
自社の株式を対象とした売建プフト・オプション取引における会計問題 〔2)(177)57
して は,疑 問 を抱かざ るをえない。
ゆえ に筆者 と しては,少 な くともオプシ ョン料 の受払取引 は損 益取引 とみな
すべ きであ り,決 済時に自社 の株式 の移動があれば,そ の場合の取引 を資本取
引 と見 るべ きか否かを考慮すべ きで ある,と 考 える。換 言すれば,少 な くとも
第 ユ表の見 解(B)は採 るべ きで はない と考 えられ る。
その うえで,POW取 引 か ら自社 の株 式の移動取引が起 こった場 合,そ の取
引をいかに性格付 けるか を考 えてみたい。
POW取 引 において,自 社 の株式 が移動す る場 合は,現 物 決済の場合 と,差
額現物決済 の場合であ る。現 物決済の場合,ラ イターは自己株 式 を取得す る。
一方,差 額現物決済の場 合,ラ イターは自己株式 もしくは新株 を提 供 しな けれ
ば ならない。 よって,差 額現物決 済の場合,自 己株式が関係 す る場 合 と,新 株
が関係 す る場合 とがあるbし か し,自 己株式が関係す る場 合 と新株 が関係す る
場合 とで異 な る性格付 けを行 うと,企 業 に都合の良い方 を選択 す る権利 を5・え
ることにな り,利 益操作 の温床 となる。 よって,い ず れの場 合 も同 じ性 質の取
引 と見 なければならない。 また,差 額現 金決済の場.合と,そ れ以外 の場合 とで
異 なる性格付 けを行 うと..やは り企 業に都合 の良い方を選択す る権利 を与え,
利益操作 の温床 となる。 よって,決 済方法 によ って性格付 けを変え るべ きでは
な く,見 解(C)も採 るべ きではない,と 考 えられ る。
残 るは見解(A)と見 解(D)である。いずれ を採 るかは,自 己株式の性 格付 け
に よる。す なわ ち,見 解(A)を採れば,POW取 引全体が損益取引 とな り,見
解(D)を採 ればPOW取 引の うち,オ プシ ョン料 の受払 は損益 取引 に なるが
決済に係 る取 引は資本取引 にな る。すでに述べたよ うに,こ こでは自己株式 を
持分 の減少 とす る と仮定 してい るので,こ の立場 からは見解(D)を採 るべ きで










POW取 引 開始 時 には,POWが 貸 方 に生 じるが,POWの 貸方 の区分 問題
につ い て は,負 債 と持 分 の区分 と持分 内部 の区分 の両 者 が 関連す る(池 田
[1999a]77ページ)。か りに資 産 ・負債 アプローチ に依拠 す ると,負 債 の定義
を満 たさない ものが残 余 と して持分 とされ る。 しか し,持 分の内部 に は資本
(拠出資 本),利 益(留 保利益 を.含む),そ の他 の包括利益,と い う項 目が存在
し(池 田[1999a]66ページ),持分内部の区分 も重要であ る。 そ こで,持 分 の
内部に存 在す る項 目のうち,ど れ を先 に定義す るかが問題 となる。
通常 は,利 益 を計算す る際 には資本 を確定 した上で利益 を残余 とし,利 益 は
独立 して測定 され ない と.考えられ るので,資 本が先 に定義 され る。 その ように
考 える ζ,資 本 と利益 の区分問題は 「資 本か否か」 とい う問題 になる。 さらに
現在で は,資 本で ない 「利益」 内部 の区分が,包 括利益論 として問題視 され る。
その他 の.包括利益や稼得利益には明確 な定義が なされ てい ないが,一 方 を確定
して,も う一方 を残余 とす ることに変わ りはな く,利 益 を確 定 して残 りをその
他 の包括利益 す るか,そ の他 の包括利益 を確定 して残 りを利益 とす るかのいず
れかであ る(弥 永[1998]178ページ)。いずれが優 れてい るかはひ とまず 置い
て,い ずれにせ よ,利 益 は資本 によって稼得 された ものである とみなせば,持
分 内部 で は資 本が先 に定 義され るべ きであ って,POWの 区分 もそれ に した
が って考 え る必 要がある。.もしこの ことが資産 ・負債 アプ ローチに組み込 まれ
るな らば,第1図 のよ うな関係が導 き出 され るであろ うQ
か りにFASBの 負債 の定義 に従 う と,POW行 使 によって資 産が 引 き渡 さ
れる と仮 定されれば負債 とな り,POW行 使に よっ.て持分 金融商品が引 き渡さ
れる と仮定 されれば負債 にならず,持 分 になる。 しか し,そ の考 え方 には,先
に述べ たよ うに取引の性 格付 け に関 して問題が あ り,ゆ えに筆者 と しては,こ
の方法 は承服 しがたい。
そ こで,「資本 と利益 の区分」 にそ ってPOWの 区分 を考察 してい くと,第
＼ならない。
自社の株式を対象とした売建プッ ト・オプション取引における会計問題 〔2)〔179>59



































1表のよ うにな り.そ して先 に述べた ように第1表 の見解(D)を前提 とす ると,
POWは 決済 方法 に関わ りな く,負 債(前 受収益)と され るべ きであ る。負債
とみな した以上,POWに ついて,持 分内部の区分を論ず る必 要はない と考 え
られる1㌔
③POWの 公正価値評価の問題とヘッジ会計の適用問題
POWの 公正価値 評価 の問題 は,公 正価値評価の是非 に関す る問題 と,公 正
価 値評価 した際 にその評価 損益 をいか に区分 す るか とい う問題 があ り 〔池 田
[1999x]79-80ペー ジ),さ らにヘ ッジ.会計 の適用 に関する問題があ る(池 田
[1999a]80-81ぺ「ジ)15}。第1表 の見解(D)を前 提 とす ると,米 国な らば オ
14)これは見解(a)を採 ッた場 合で も同じであ る。ただ し,見 解(A)では普通の売建プ γト ・オプ
ション取引 と同 じであるとい う説明が成立す るが,見 解(D)においては,こ のよ うな説明は成立
しない。
15)こうした問 題L3rowに限 らず,金 融商 品会計全体 の問題 として論 じられる問題で ある。 し
か し,本 稿では,金 融 商品全体 に対す る公正価値評価の問題やヘ ッジ会計の適用問題 を論 じるこ










プシ ョン取引 の会計処理基準 であ るFASB基 準書 第133号に従 い,POWは 決
算時 に公正価値評価 され るべ きで あ り,そ の評価 損益 を,稼 得利益 を構成す る
一要 素 と して損益 計算 書 に計 トす る(FASB[エ998]par,18(a))べきであ る
と考え られ る。なぜ な ら,見 解(D)の下で は,決 済 に係 る取引は資 本取 引で あ
り,オ プシ ョン料 の受払取 引 との間にヘ ッジ関係 は成立 しないか らである161
か りに 「自己株式取 引は資本取引で ある」 とい う,筆 者の当初 の仮定 と異 な
り,自 己株式を資産 とみな した上で見解 〔A)を採 れば(た だ しこの見解 は本稿
の結論 では ない),FASB基 準書 第133号のヘ ッジ要件 を満 たすPOW取 引で
あ る場 合 には,自 己株式 取得 とい う予定 取引 に対す るキ ャ ッシュ ・フロー ・
ヘ ッジであ るか ら,P(.)Wを公正価値評価 した上で評価損益 を計上 し,評 価損
益 はヘ ッジ手段で あ るPOWの 公 正価 値変動 を限度 に,そ の他 の包括 利益 に
含 まれ るで あ ろ う(FASB[1998]par.18(c),par.30),,ただ し,そ の場合,
FASB基準書 第133号にお け る予 定取 引 の要件(FASB[1998]par,29)を満.
たす必要があ る。
④ 取 引終 了 時 の会 計 処 理 の 問 題
POW取 引 の 会 計 問 題 に お い て は,取 引 終 了 時 に お い て 損 益 が 生 じ る か 否 か
が 問 題 と な る が,第1表 か ら も分 か る よ う に,取 引 を ど の よ う に 性 格 付 け るか
に よ っ て,利 得 ・損 失 が 生 じ た り生 じ な か っ た りす る 。
か り に 第1表 の 見 解(A)を 採 れ ば,ラ イ タ ー た る 企 業 は取 引 終 了 時 に お い て,
オ プ シ ョ ン料 収 益 も償 還 損 失 も計 上 す べ き で あ る と考 え ら れ る 。 こ の 立 場 か ら
は,現 行 のEITFル ー ル は 損 益 が 隠 れ て し ま う 可 能 性 の あ る ル ー ル と い わ ざ
る を え な い17,。しか し,本 稿 で 筆 者 は,見 解(D)を 採 る べ きで あ る と結 論 し て
16>この見 解.〔D)においては,「POW取 引は資本取 引であるか ら基蓮 書籍133号の対象外 であ る」
とす る垂準書 第133号の記述 〔FASB[⊥9,8]par.ll(a):)は再考 されね ばな らないであ ろう。 こ
の点ぽ.見解〔A)におい ても同 じであ る。
17}しか し,損 益 が隠れる可能性が ある とはい って も,損.益の隠蔽 を意 図 してEITFがルー ルを
設定 している とは考 えられな い。か りに損益の隠蔽を意図 しているな らば,決 済方法 に関わ らず
POW取 引を資本取 引とす ればよいが.EITFは,決1剤∫法 によって,資 本取引 とす る場合 と損
益 取引 とする場 合に分 けて1.喝か らであ る,
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い るので,企 業は取引終了時においてオプ ション料収益 を計上すべ きであ るが,
償還損 失を計上すべ きではない と考 え られ る。
2POW株 式に関する問題
2つ 目の開題 は,取 引 開始 時 におけるPOW株 式 の表示 の是 非に関す る問
題 と,表 示 した際 に生 じるPOW株 式の,貸 借対 照表 にお ける貸方の分類 問
題,お よびPOW株 式の相手勘定 に関す る借 方の分類問題 であ る。
(③一A)POW株 式の表示の是非に関する問題
まず,取 引 開始時 におけるPOW株 式の表示の是非が問題 となる。EITFの
ルールで は,POW株 式 を表示 しな ければ な らない状 況が 限定 されてい る。
POW株 式 とは,現 物決済が行われ る場 合の潜在 的な償還義務で あ り,少 な く
とも選択肢 に現物決 済が含まれている場 合には,POW株 式 を表示す る必 要が
あろうと考 えられ る。それ以外 の場 合,す なわ ち選択肢 に現物決済が含 まれて
.い ない場合 には,P〔〕W株 式 を表示 して もその金額で償還 され るわ けではない
が,こ のような取 引の存在 を示 すためには,P()W株式 を表示 して も良い もの
と考 えられ る。
(③_g〕表示 した際のPOW株 式の貸方の区分問題
次 に,表 示 した 際のPOW株 式 に関す る貸 方側 の区分が 問題 となる。暫定
的持 分 と して 区分 す る ことを定 めたEITF87-31の議論過程 で は,「POW株
式 を暫定的持分 とす るか否か」 のみが論 じられ,負 債か持分か,と い う議 論は
なされな い(EITF[1987])、そ して議 論 の結 果 として,POW株 式 を負債 と
持分 の中間項 目であ る.暫定的持分 として表示す るよ うに規定 してい る。 しか し,
現行 のFASBの 概念 フ レー ム.ワー クの下で は,貸 借対 照表の貸 方は,負 債 か
持分 しか存在せず,暫 定的持分 とい う概.念は存在 しない。 したが って,現 行の
FASB概念 フレー ムワー ク.においてMPOW株 式 を負債 とす 牽見解 と持 分 と




ただ し,持 分 とみなす場合には,POW株 式(普 通株式)を 持分 の 中で は資
本 と分類す ることに何 ら問題 はないので,持 分 内部 の区分 問題 は特 に問題 にな
らない。 したが って,POW株 式 の区分 問題 は,負 債 と持分(持 分内部で は資
本)の 区分 が問題 となる。.
では,POW株 式 は.負債 か資 本か。資 産 ・負債 アプローチにおいては,負 債.
の定義が重要 となる。
FASB概念 フ レーム ワー クにおいて負債 は,「過去 の取 引 また は事象 の結 果.
として,特 定の実体が他 の実体に対 して,将 来 において資産 を譲渡す る,も し.
くは用役 を提供す る現在の義務か ら生 じる,発 生の可能性 の高い将来 の経済的
便益 の犠牲」(FASB[1985]par.35,平松 ・広瀬訳,301ページ)と 定義 されて
い る。 この定義 をPOW株 式 に当てはめてみる と,「発生 の可能性の高い」 と
い う部分が 問題 となる。 なぜな ら,オ プシ ョン行使 の可 能性 の高低 によって負
債 か持 分か を決 め る 「確率 論的 アプロー チ」旧が提 起 され てい るか らであ る。
仮 にこのア プローチ に従 うと,POWが イ ン ・ザ ・マ ネーの時 は,POW株 式
が償還 され る可能性が高いためPOW株 式は負債 とな り,POWが ア ウ ト ・オ
ブ ・ザ ・マ ネーの時は,POW株 式 の償 還可能性 は低いか らPOW株 式 は持分
(持分 内部で は資本)と なるであ ろう。
しか し,こ の 「確 率論 的 アプ ローチ」 には問題があ る。 この アプローチによ
ると,行 使 されていない ものが行使 された もの と して処理され ることにな り,
表示の忠実性 に問題が生 じる1騨:1。また,行 使 の可能性 に よってPOW株 式を区
分す る際,最 終的 に可能性 の高低 を決 める者 は財務諸表の作成者であ り,し た
が って,作 成者が恣意的に会計処理 を行 う可能性があ り,客 観性が保たれない。
また,POW株 式の配当の処理の問題があ る。負債 と区分すればPOW株 式の
18)確 率 論 的 ア プ ロ ー チ に つ い て は,次 を 参 照 。McCuller5「1971]p.164.Kerr[1989]vv.44,46,
FASB[1990]Par..300一欲}5,Nary.568-370,AustralianAcro=ti【1gRc8冊rchFoundation
[1992]Appen〔11,par.27,占賀[1996]244-246ペーシ 。
19〕FASBの1990年DMで は,転 換 社 債 につ い て確 率 論 的 ア プ ロー チ を批 判 す る 見 解 に お い て,
表 示 の忠 実 性 に対 す る 懸 念 が71盛れ て い る 〔FAS正3[1990]Par、305)。
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配当 ほ利 子費用 と同 じ扱 いに な り,資 本 と区分 すればPOW株 式 の配当 は通
常 の株式 と同 じように利 益処分 とな る,と 考 え ると,作 成者 の都合 でPOW
株式 に係 る配 当の扱 い を決定 で きることにな り,や は り客観性が保たれない。
ゆえに,こ のような理由か ら,確 率論 的 アプ ローチを採 ることには同意で きな
い。
た とえPOWが 取 引開 始当初か ら.イン ・ザ ・マ ネーで あ った と して も,そ
の ことを根拠 にPOW株 式 を負債 とす るの は,確 率論 的ア プローチをは じめ
か ら適用 している ことに他 ならず,筆 者 としては同意で きない。 また,取 引 開
始後 にPOWが ア ウ ト ・オブ ・ザ ・マ ネーか らイ ン ・ザ ・マネーにな った こ
とを理 由に,POW株 式 を持分か ら負債へ と区分変更す る ことも.確 率論 的 ア
プローチを適用 しているこ とにな り,同 意で きない。 よって,POWの 行使可.
能性 を基 にP()W株 式 の区分 を考察す る ことには,忠 実性 や客 観性の欠如 と
い う観点か ら,同 意で きない。
客観的 な要件 として は,「POW株 式 ぽ行使 され るまで株式の要件(自 益 権
と共益権).を満た しているか否か」 とい うことが考 え られ る。 しか し,株 式 の
要件 を満たさ ない株式 は通常あ り得 ない と考 え られ る。ゆ えに.POWが 行使
され る.までは,POW株 式 は資本 と区分されるべ きである と考 えられ る。
(③一C)POW株 式の相手勘定に関する借方の分類問題
それで ば,POW株 式 を表示 した際に借 方 に生 じる,POW株 式 の相 手勘 定
につ い て考 察 してみ よ う。EITFル ールは,POW株 式 を表 示す る際,POW
株式 の金額 を 「持分か ら除外す る」 ことを規 定す るだ けで ある。 よって,持 分
で あれば何 を減少 させて もよい ことになる。ゆえに,論 理 的には説 明で きない
よ うな処理が なされ る可能性があ る(池 田[19996]181ページ)。
そ こで,POW株 式 の捌 手勘定 に関す る,借 方の分類 に関 して は,.第H節で
挙 げた方法が考 え られ る。 まず,自 己株式が生 じていないの}ご自己株式 が生 じ
















の取 り崩 しと説明す る(C一 工)も 論理 的で は ない。.また,(C一 イ)は 資本剰.
余 金が 一ビロで あ る場合 にはPOW取 引 その ものが.できな い ことにな り,論 理
的で はない。 また,(C一ア)も,資.本 金の額 よ りもPOW株 式 の金額 の方が
大 きい場合 には資本金がマ イナス とな り,論 理 的ではない。 よって,最 も論理
的 な のは(C一 ウ)で あ る.と考 え られ る。す なわ ち,資 本 と して 示 され た
POW株 式 の金額 の分 だけ,資 本 金 と資 本剰余 金を比例 的 に減少 させ るべ きで
あ ると思われ る。実務 では,(Gオ)を 採 る事例 や,(C一ア)と(C一 工)を
組 み合 わせた事例 な どがあ る鋤 が,こ れ らは全て 「持分」であ るため,EITF
ルールで は,こ れ らの ような非論理的な処理が容 認され て しまう。ゆ えに,会
計 ルールの次元で持分内部の会計処理について何 らかの規定 を設 けるべ きであ
ろ う(池 田[ユ9996]183-184ペー ジ)。
V総 括と残された課題
本稿で は,POW取 引 に関す る会計 問題 を検討 した。 そ こで は,決 済 方法
(あるいは決済方法の選択権 の有無)に 拘 らず,オ プシ ョン料 の授 受取引 は損
益取引 であるか ら受 け取 った オプシ ョン料を収益 とみなす一方で,決 済に係 る
取 引は資本取引であ るか ら決済において償 還損 失は計上 すべ きで はないと結論
付 けた。 また,POWは 負債で あ り,POW株 式 は資本 と し,POW株 式の相
手勘 定は資本金お よび資本剰 余金 とす ること,そ して,POWは.公 正価値評価
し,評 価損益 を稼得利益 に計上すべ きであ るが,自 己株式取 引を資本取 引 とす
ることを前提 とすれば,POW取 引にヘ ッジ会計 は適用で きない とい うこ とを
論 じ.た。
ただ し本稿 の仮定 に反 し1自 己株式が資産であ ると結論されれば,決 済に係
る取引 も含め,POW取 引全体が損益 取引 とされ るが故 に,決 済 時の償還損失
は計 上され,さ らにFASB基 準.書第133号のヘ ッジ会計 適用 要件 を満たせ ば
ヘ ッジ会計 を適用で きるこ とになる。 このこ とか ら,POW取 引 の会計問題 は
20)こうした事例については,他出[19996;179-1即ページを参照。
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自己株式の会計問題 と密接 に関わ っていることが分か る。
ま.た本稿で は,POW取 引の性格付 けを考 慮 した上でPOWの 区分 開題な ど
の 会計問題 を考察 した。 この ことから,取 引の性格付 けを行 うことが,こ う.し
た2つ の区分問題を解 く鍵の]つ とな りうるこ とが 明らか になる。 さらに,決
済 方法が 多様 化 し,決 済方法 の選択が 可能 になってい る現状 を考慮 す ると,
POW取 引全体 を一個 の取 引 と見 ることには無理があ り,オ プシ ョン料の受払
取 引 と決済 に係 る取引 を別個の取引 と した上で会計 問題 を考 察す べ きであるこ
とを論 じた。 この ことは,自 社の株式が絡んだ他の オプ シ ョン取 引(た とえば
ワラン トや ス トック ・オプシ ョンな ど)の 会計問題を考察す る際に も参考にな
るもの と思われ る。
そ して,POWの 区分 に関す るフ白一チ ャー トとい う形で,資 産 ・負債 アプ
ローチに沿 った場合の負債 と持分 の区分問題 と持分内部の区分問題の関連を示
した。 しか し,本 稿で は,POW取 引を素材 に,資 産 ・負 債 アプ ローチに依拠
した場合 の負債 と持分の区分問題 と持分 内部 の区分 問題 の関連 を示 したのみで
あ り,収 益 ・費用 アプローチな どの,資 産 ・負債 アプ ローチ以外 のアプローチ
に依拠す ると,異 なる結論が導 き出 され るもの と考 え られ る。 この点 について
は,今 後 の検討.課題 とした い。
また,.前述の通 り,ヘ ッジ会計 の適 用問題 な どのPOW取 引 の会 計問題 に.
絡んで,.自己株式 の性格付 けが 問題 になる、,本稿では 「すべ ての 自己株式取引
を資本取引 とす る」 とい う米 国の通説 に従 ったが,紙 幅の都 合 もあ り,自 己株
式の問題 を検討す ることはで きなか った。 よって,自 己株式問題 の検討 につい
ては,今 後の検討課題 とせ ざるを得 ない。
引用 文 献 一 覧
池 田幸 典[1999a]「自社 の 株 式 を 対 象 と した 売建 プ ッ ト ・オ プ シ ・ ン取 引 に お け る
会計』問 題 〔1)」r緯済.論叢」i第164:巻第2号 。
一...[1999U]「持 分 概 念 の 曖 昧 さ と 会計 実 務 に お け る 弾 力 性 」r経 済 論 叢』 第
161巻第6号,
66(186) 第165巻 第3号
伊 藤 邦 雄L19961『会 計 制 度 の ダイ ナ ミズ ム」 岩 波 書 店 。





弥 永 真 生[1998ユ
「デ リバ テ ィブ と 自己株 式 会 計 」 『会 計 』 第151巻第5号 。
「デ ワバ テ ィブ と資 本.会.計」『会計 」 第155.巻第3号 。
『デ ワバ テ.イブ 会計 』 森 山書 店 。
「デ リバ テ ィブ と企 業 会計 法 』 中央 経 済 社 。
APB[1966]ReportingtheResultsofOperation∫,Opinion,No.9.(日本 公 認 会 計 士














EsqueITさ,P、J,[1914〕蹴.εノ寧 μ 惚47論.ε醐ycゾ ハごω πη露,TheR{.maldPressCompany.
FASB[1985]E伽z例 ∫ げ 凡'π`τπfぎα'5`α'岬``雇,.StatementofFinancialAccounting
Concepts,No.6.(平松.一 夫 ・広 瀬 義 州 訳 『FASB財 務.会 計 の 諸 概 念(改 訳 新
版)」 中 央 経 済 社,1994年)。
[1990]五月 ん1畷y56げ ム5麗65Rピ如 ε4ω α ∫`ゴη9.π～5;励9わ8'τ仰仔〃 ム盈 飯'む
andEquitylustna〃㍑♂η甜 で'烈`iAccountingfn,.-nstrumentswithChaia`勘マ云々 ω(ゾ
βo〃r,DiscussionMemorandum.




Ken,」.St.G、[1989」7γ昭C側fψ 臼 ゾErZぬむ 〃謬乃.ア瑠 」`緬♂五``o姻∫fη島Australian.
AcじountingRe3earchFoundatlロn.










Sしmley,W.T,[19151"TreasuryStock,"7㍑ ゐ ㍑㎜'げA`伽'丑 蜘 釧,Vol.20,No.6,
pp.424-429.
